
貸出金

科目別貸出金残高

増　減

   手形貸付金 △ 1,117

   証書貸付金 △ 1,863

   当座貸越

   割引手形 △ 17

　 金融機関貸付

   合　　計 △ 2,778

（単位：百万円）

２９年度 ３０年度

科目別貸出金平均残高

２９年度 ３０年度 増　減

   手形貸付 △ 686

   証書貸付 △ 288

   当座貸越 △ 260

   割引手形 △ 5

   金融機関貸付 △ 423

   合　　計 △ 1,663

（単位：百万円）

貸出金の金利条件別内訳残高

増　減

   固定金利貸出 △ 1,752

   変動金利貸出 △ 1,026

   合　　計 △ 2,778

（単位：百万円、％）

２９年度 ３０年度

（注）（ ）内は構成比です。

信用事業取扱い実績等 
貯金

 
科目別貯金残高 

増　減

【44.9】 【46.5】

　当座貯金

　普通貯金

　貯蓄貯金

　通知貯金

【55.1】 【53.4】 △ 1,168

　定期貯金 △ 776

　　うち固定金利定期 △ 776

　　うち変動金利定期

  定期積金 △ 392

　  その他の貯金 【0.0】 【0.0】 △ 5

【100.0】 【100.0】

【100.0】 【100.0】

〔単位：百万円、％〕

２９年度 ３０年度

流動性貯金

定期性貯金

計

譲渡性貯金

合　　　計  
（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金 

２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金 
３．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金 
４．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金
５．（ ）内は構成比です。

 
 
科目別貯金平均残高 

増　減

    流動性貯金

    定期性貯金 △ 711

    その他の貯金 △ 1

　　    計 【100.0】 【100.0】

    譲渡性貯金

　  合　　計 【100.0】 【100.0】

〔単位：百万円、％〕

２９年度 ３０年度

（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金 
２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金 
３．（ ）内は構成比です。 
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貸出金

科目別貸出金残高

増　減

   手形貸付金 △ 1,117

   証書貸付金 △ 1,863

   当座貸越

   割引手形 △ 17

　 金融機関貸付

   合　　計 △ 2,778

（単位：百万円）

２９年度 ３０年度

科目別貸出金平均残高

２９年度 ３０年度 増　減

   手形貸付 △ 686

   証書貸付 △ 288

   当座貸越 △ 260

   割引手形 △ 5

   金融機関貸付 △ 423

   合　　計 △ 1,663

（単位：百万円）

貸出金の金利条件別内訳残高

増　減

   固定金利貸出 △ 1,752

   変動金利貸出 △ 1,026

   合　　計 △ 2,778

（単位：百万円、％）

２９年度 ３０年度

（注）（ ）内は構成比です。

信用事業取扱い実績等 
貯金

 
科目別貯金残高 

増　減

【44.9】 【46.5】

　当座貯金

　普通貯金

　貯蓄貯金

　通知貯金

【55.1】 【53.4】 △ 1,168

　定期貯金 △ 776

　　うち固定金利定期 △ 776

　　うち変動金利定期

  定期積金 △ 392

　  その他の貯金 【0.0】 【0.0】 △ 5

【100.0】 【100.0】

【100.0】 【100.0】

〔単位：百万円、％〕

２９年度 ３０年度

流動性貯金

定期性貯金

計

譲渡性貯金

合　　　計  
（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金 

２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金 
３．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金 
４．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金
５．（ ）内は構成比です。

 
 
科目別貯金平均残高 

増　減

    流動性貯金

    定期性貯金 △ 711

    その他の貯金 △ 1

　　    計 【100.0】 【100.0】

    譲渡性貯金

　  合　　計 【100.0】 【100.0】

〔単位：百万円、％〕

２９年度 ３０年度

（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金 
２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金 
３．（ ）内は構成比です。 
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２９年度 ３０年度 増　減

   貯金等 △ 70

   有価証券

   動  産

   不動産 △ 2,599

   その他担保物 △ 132

     計 △ 2,802

   農業信用基金協会保証 △ 315

   その他保証

     計

   信　　用 △ 15

   合　　計 △ 2,778

（単位：百万円）

貯貸率・貯証率

（注）１．貯貸率（期 末）＝貸出金残高／貯金残高×
２．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×
３．貯証率（期 末）＝有価証券残高／貯金残高×
４．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×

貸出金の使途別内訳残高

増　減

   設備資金 △ 1,429

   運転資金 △ 1,349

   合　　計 △ 2,778

（単位：百万円、％）

２９年度 ３０年度

（注）（ ）内は構成比です。

貸出金の担保別内訳残高

債務保証見返額の担保別内訳残高

該当ありません。

（単位：％）

２９年度 ３０年度 増　減

  貯　貸　率

    期　     末 △ 3.63

    期 中 平 均 △ 3.17

  貯　証　率

    期　     末

    期 中 平 均

貸出金の業種別残高

(単位:百万円、％)
増減

農 業 △ 1,906
林 業
水 産 業
製 造 業 △ 102
鉱 業
建 設 業 △ 10
不 動 産 業 △ 154
電気・ガス・熱供給水道業
運 輸 ・ 通 信 業 △ 47
卸 売 ・ 小 売 業 ・ 飲 食 店 △ 59
サ ー ビ ス 業 △ 149
金 融 ・ 保 険 業
地 方 公 共 団 体 △ 15
そ の 他 △ 351
合 計 △ 2,778

２９年度 ３０年度

（注）（ ）内は構成比です。

主要な農業関係の貸出金残高

１．営農類型別
(単位：百万円）

種類 ２９年度 ３０年度 増減

農業 △ 5,677

　　　穀作 △ 4

　　　野菜・園芸 △ 4,701

　　　果樹・樹園農業 △ 402

　　　養豚・肉牛・酪農 △ 20

　　　その他農業 △ 552

農業関連団体等 △ 242

合計 △ 5,920

(注) 1．農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要

      な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。

        なお、前記「貸出金の業種別残高」の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

　　 2．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所

      得が従となる農業者等が含まれています。

　　 3．「農業関連団体等」には、JAや全農とその子会社等が含まれています。

２．資金種類別

　＜貸出金＞
(単位：百万円）

種類 ２９年度 ３０年度 増減
プロパー資金 △ 5,697
農業制度資金 △ 223
　　農業近代化資金 △ 196
　　その他制度資金 △ 28
合計 △ 5,920

（注）1.プロパー資金とは、当組合原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。

      2.農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補

       給等を行うことでＪＡが低利で融資するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここ

       では①の転貸資金と②を対象としています。

      3.その他制度資金には、農業経営改善促進資金や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。
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２９年度 ３０年度 増　減

   貯金等 △ 70

   有価証券

   動  産

   不動産 △ 2,599

   その他担保物 △ 132

     計 △ 2,802

   農業信用基金協会保証 △ 315

   その他保証

     計

   信　　用 △ 15

   合　　計 △ 2,778

（単位：百万円）

貯貸率・貯証率

（注）１．貯貸率（期 末）＝貸出金残高／貯金残高×
２．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×
３．貯証率（期 末）＝有価証券残高／貯金残高×
４．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×

貸出金の使途別内訳残高

増　減

   設備資金 △ 1,429

   運転資金 △ 1,349

   合　　計 △ 2,778

（単位：百万円、％）

２９年度 ３０年度

（注）（ ）内は構成比です。

貸出金の担保別内訳残高

債務保証見返額の担保別内訳残高

該当ありません。

（単位：％）

２９年度 ３０年度 増　減

  貯　貸　率

    期　     末 △ 3.63

    期 中 平 均 △ 3.17

  貯　証　率

    期　     末

    期 中 平 均

貸出金の業種別残高

(単位:百万円、％)
増減

農 業 △ 1,906
林 業
水 産 業
製 造 業 △ 102
鉱 業
建 設 業 △ 10
不 動 産 業 △ 154
電気・ガス・熱供給水道業
運 輸 ・ 通 信 業 △ 47
卸 売 ・ 小 売 業 ・ 飲 食 店 △ 59
サ ー ビ ス 業 △ 149
金 融 ・ 保 険 業
地 方 公 共 団 体 △ 15
そ の 他 △ 351
合 計 △ 2,778

２９年度 ３０年度

（注）（ ）内は構成比です。

主要な農業関係の貸出金残高

１．営農類型別
(単位：百万円）

種類 ２９年度 ３０年度 増減

農業 △ 5,677

　　　穀作 △ 4

　　　野菜・園芸 △ 4,701

　　　果樹・樹園農業 △ 402

　　　養豚・肉牛・酪農 △ 20

　　　その他農業 △ 552

農業関連団体等 △ 242

合計 △ 5,920

(注) 1．農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要

      な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。

        なお、前記「貸出金の業種別残高」の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

　　 2．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所

      得が従となる農業者等が含まれています。

　　 3．「農業関連団体等」には、JAや全農とその子会社等が含まれています。

２．資金種類別

　＜貸出金＞
(単位：百万円）

種類 ２９年度 ３０年度 増減
プロパー資金 △ 5,697
農業制度資金 △ 223
　　農業近代化資金 △ 196
　　その他制度資金 △ 28
合計 △ 5,920

（注）1.プロパー資金とは、当組合原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。

      2.農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補

       給等を行うことでＪＡが低利で融資するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここ

       では①の転貸資金と②を対象としています。

      3.その他制度資金には、農業経営改善促進資金や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。
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担保 保証 引当 合計

30年度

29年度

30年度

29年度

30年度

29年度

30年度

29年度

30年度

29年度

30年度

29年度

正常債権

合　　計

保全額

債権額

（単位：百万円）

債務者区分

破産更生債権およびこれ

らに準ずる債権

危険債権

要管理債権

小　　計

金融再生法開示債権区分に基づく保全状況

（注）１． 破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に
陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権 以下、破産更生債権等という です。

２． 危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には陥っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契
約に従った債権の元本の回収及び利息の受取ができない可能性の高い債権です。

３． 要管理債権とは、自己査定において要注意先に区分された債務者に対する債権のうち、３カ月以上
延滞債権及び貸出条件緩和債権に該当する貸出債権です。

４． 正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題のない債権であり、破産更生債権等、危
険債権、要管理債権以外の債権をいいます。

５ 担保は、自己査定における優良担保 貯金等、国債等の信用度の高い有価証券及び決済確実な商業
手形等 ・一般担保 優良担保以外で客観的な処分可能性のあるもの の処分可能見込額を記載してい
ます。

６ 保証は、自己査定による優良保証 公的信用保証機関等 の額を記載しています。
７ 引当は、破産更生債権及びこれらに準ずる債権及び危険債権に対する個別貸倒引当金額、要管理先

債権に対する一般貸倒引当金額を記載しています。

元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況

該当ありません。

貸倒引当金の期末残高及び期中増減額

区　分 期　首 期　中 期末 期　首 期　中 期末

残　高 増加高 目的使用 その他 残高 残　高 増加高 目的使用 その他 残高

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合　　計

期中減少額 期中減少額

（単位：百万円）

２９　年　度 ３０　年　度

貸出金償却額

（単位：百万円）

２９年度 ３０年度

貸出金償却額 

リスク管理債権残高

区　　　分 ２９年度末 ３０年度末 増　　減

     破綻先債権額　　　　（Ａ）

     延滞債権額　　　　　（Ｂ）

     ３カ月以上延滞債権額（Ｃ）

     貸出条件緩和債権額　（Ｄ） △ 24

     合計（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

     担保・保証付債権額　（Ｆ）

     個別貸倒引当金残高　（Ｇ）

     担保・保証等控除後債権額

    （Ｈ＝Ｅ－Ｆ－Ｇ）
△ 157

（単位：百万円）

（注）１．破綻先債権

元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立

又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。

以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第 条第１項第 号のイからホま

でに掲げる事由又は同項第 号に規定する事由が生じている貸出金です。

２．延滞債権

未収利息不計上貸出金であって、注１に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払いを猶予したもの以外の貸出金です。

３．３カ月以上延滞債権

元本又は利息の支払が約定支払日の翌月から３カ月以上遅延している貸出金（注１、注２に掲げる

ものを除く。）です。

４．貸出条件緩和債権

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（注１、注２及び注３に掲げるもの

を除く。）です。

５ 「担保・保証付債権額 Ｆ 」は、「破綻先債権額 Ａ 」、「延滞債権額 Ｂ 」、「３カ月以上延滞債権額 Ｃ 」

および「貸出条件緩和債権額 Ｄ 」のうち貯金・定期積金、有価証券および不動産等の確実な担保付

の貸出金ならびに農業信用基金協会等確実な保証先による保証付貸出金についての当該担保・保証相

当額です。

６．「個別貸倒引当金勘定残高 Ｇ 」は、「破綻先債権額 Ａ 」、「延滞債権額 Ｂ 」、「３カ月以上延滞債権

額 Ｃ 」、「貸出条件緩和債権額 Ｄ 」のうち、すでに個別貸倒引当金に繰り入れた引当残高です。

７．「担保・保証等控除後債権額 Ｈ 」は、「破綻先債権額 Ａ 」、「延滞債権額 Ｂ 」、「３カ月以上延滞債

権額 Ｃ 」および「貸出条件緩和債権額 Ｄ 」の合計額 Ｅ から「担保・保証付債権額 Ｆ 」および

「個別貸倒引当金残高 Ｇ 」を控除した貸出金残高です。
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担保 保証 引当 合計

30年度

29年度

30年度

29年度

30年度

29年度

30年度

29年度

30年度

29年度

30年度

29年度

正常債権

合　　計

保全額

債権額

（単位：百万円）

債務者区分

破産更生債権およびこれ

らに準ずる債権

危険債権

要管理債権

小　　計

金融再生法開示債権区分に基づく保全状況

（注）１． 破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に
陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権 以下、破産更生債権等という です。

２． 危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には陥っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契
約に従った債権の元本の回収及び利息の受取ができない可能性の高い債権です。

３． 要管理債権とは、自己査定において要注意先に区分された債務者に対する債権のうち、３カ月以上
延滞債権及び貸出条件緩和債権に該当する貸出債権です。

４． 正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題のない債権であり、破産更生債権等、危
険債権、要管理債権以外の債権をいいます。

５ 担保は、自己査定における優良担保 貯金等、国債等の信用度の高い有価証券及び決済確実な商業
手形等 ・一般担保 優良担保以外で客観的な処分可能性のあるもの の処分可能見込額を記載してい
ます。

６ 保証は、自己査定による優良保証 公的信用保証機関等 の額を記載しています。
７ 引当は、破産更生債権及びこれらに準ずる債権及び危険債権に対する個別貸倒引当金額、要管理先

債権に対する一般貸倒引当金額を記載しています。

元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況

該当ありません。

貸倒引当金の期末残高及び期中増減額

区　分 期　首 期　中 期末 期　首 期　中 期末

残　高 増加高 目的使用 その他 残高 残　高 増加高 目的使用 その他 残高

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合　　計

期中減少額 期中減少額

（単位：百万円）

２９　年　度 ３０　年　度

貸出金償却額

（単位：百万円）

２９年度 ３０年度

貸出金償却額 

リスク管理債権残高

区　　　分 ２９年度末 ３０年度末 増　　減

     破綻先債権額　　　　（Ａ）

     延滞債権額　　　　　（Ｂ）

     ３カ月以上延滞債権額（Ｃ）

     貸出条件緩和債権額　（Ｄ） △ 24

     合計（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

     担保・保証付債権額　（Ｆ）

     個別貸倒引当金残高　（Ｇ）

     担保・保証等控除後債権額

    （Ｈ＝Ｅ－Ｆ－Ｇ）
△ 157

（単位：百万円）

（注）１．破綻先債権

元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立

又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。

以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第 条第１項第 号のイからホま

でに掲げる事由又は同項第 号に規定する事由が生じている貸出金です。

２．延滞債権

未収利息不計上貸出金であって、注１に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払いを猶予したもの以外の貸出金です。

３．３カ月以上延滞債権

元本又は利息の支払が約定支払日の翌月から３カ月以上遅延している貸出金（注１、注２に掲げる

ものを除く。）です。

４．貸出条件緩和債権

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（注１、注２及び注３に掲げるもの

を除く。）です。

５ 「担保・保証付債権額 Ｆ 」は、「破綻先債権額 Ａ 」、「延滞債権額 Ｂ 」、「３カ月以上延滞債権額 Ｃ 」

および「貸出条件緩和債権額 Ｄ 」のうち貯金・定期積金、有価証券および不動産等の確実な担保付

の貸出金ならびに農業信用基金協会等確実な保証先による保証付貸出金についての当該担保・保証相

当額です。

６．「個別貸倒引当金勘定残高 Ｇ 」は、「破綻先債権額 Ａ 」、「延滞債権額 Ｂ 」、「３カ月以上延滞債権

額 Ｃ 」、「貸出条件緩和債権額 Ｄ 」のうち、すでに個別貸倒引当金に繰り入れた引当残高です。

７．「担保・保証等控除後債権額 Ｈ 」は、「破綻先債権額 Ａ 」、「延滞債権額 Ｂ 」、「３カ月以上延滞債

権額 Ｃ 」および「貸出条件緩和債権額 Ｄ 」の合計額 Ｅ から「担保・保証付債権額 Ｆ 」および

「個別貸倒引当金残高 Ｇ 」を控除した貸出金残高です。
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為替業務等

内国為替取扱実績

外国為替取扱実績

該当ありません。

外貨建資産残高

該当ありません。

平残・利回り等

利益総括表

仕　　向 被仕向 仕　　向 被仕向

送金・振込為替（件数）

金額

代金取立 為 替（件数）

金額

雑　為　替　　（件数）

金額

合　　計　　（件数）

金額

２９年度

（単位：件、百万円）

３０年度

２９年度 ３０年度 増　減

        資金運用収支

        役務取引等収支

        その他信用事業収支 △ 280 △ 158

        信用事業粗利益

      （信用事業粗利益率）

        事業粗利益 △ 80

      （事業粗利益率） △ 0.13

（単位：百万円、％）

有価証券等

 
種類別有価証券平均残高 

該当ありません。 

商品有価証券種類別平均残高 

該当ありません。 

有価証券残存期間別残高

該当ありません。 

取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

１．有価証券

（１）有価証券の時価情報

・売買目的有価証券 ………………………………… 該当ありません。

・満期保有目的の債権で時価のあるもの ………… 該当ありません。

・その他有価証券で時価のあるもの ……………… 該当ありません。

（２）当期中に売却したその他有価証券は、ありません。

（３）時価のない有価証券は、所有しておりません。

２．金銭信託

該当ありません。

３．デリバティブ取引

該当ありません。

４．金融等デリバティブ取引

該当ありません。

５．有価証券店頭デリバティブ取引

該当ありません。

金融派生商品および先物外国為替取引の契約金額・想定元本額

該当ありません。

上場先物取引所に係る未決済の先物取引契約の約定金額およびその時価

該当ありません。
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為替業務等

内国為替取扱実績

外国為替取扱実績

該当ありません。

外貨建資産残高

該当ありません。

平残・利回り等

利益総括表

仕　　向 被仕向 仕　　向 被仕向

送金・振込為替（件数）

金額

代金取立 為 替（件数）

金額

雑　為　替　　（件数）

金額

合　　計　　（件数）

金額

２９年度

（単位：件、百万円）

３０年度

２９年度 ３０年度 増　減

        資金運用収支

        役務取引等収支

        その他信用事業収支 △ 280 △ 158

        信用事業粗利益

      （信用事業粗利益率）

        事業粗利益 △ 80

      （事業粗利益率） △ 0.13

（単位：百万円、％）

有価証券等

 
種類別有価証券平均残高 

該当ありません。 

商品有価証券種類別平均残高 

該当ありません。 

有価証券残存期間別残高

該当ありません。 

取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

１．有価証券

（１）有価証券の時価情報

・売買目的有価証券 ………………………………… 該当ありません。

・満期保有目的の債権で時価のあるもの ………… 該当ありません。

・その他有価証券で時価のあるもの ……………… 該当ありません。

（２）当期中に売却したその他有価証券は、ありません。

（３）時価のない有価証券は、所有しておりません。

２．金銭信託

該当ありません。

３．デリバティブ取引

該当ありません。

４．金融等デリバティブ取引

該当ありません。

５．有価証券店頭デリバティブ取引

該当ありません。

金融派生商品および先物外国為替取引の契約金額・想定元本額

該当ありません。

上場先物取引所に係る未決済の先物取引契約の約定金額およびその時価

該当ありません。
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最近５年間の主要な経営指標

注

１．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

３．信託業務の取り扱いは行っていません。

４．「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８年金融庁・

農水省告示第２号）に基づき算出しております。

その他経営諸指標 

注

１．店舗数は、信用・共済事業は中央店・西部店・北部店の３店舗、経済事業は本所、事業所の合計 店舗です。

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

経常収益

  信用事業収益

  共済事業収益

  農業関連事業収益

  生活その他事業収益

  営農指導事業収益

経常利益

当期剰余金（注）

出資金

（出資口数） (2,456,430口) (2,452,116口) (2,443,635口) (2,504,916口) (2,583,788口)

純資産額

総資産額

貯金等残高

貸出金残高

有価証券残高

剰余金配当金額

・出資配当の額

・事業分量配当額

職員数

単体自己資本比率　(％)

（単位：百万円、口、人、％）

２８年度 ２９年度 ３０年度

一職員当たり貯金残高

一店舗当たり貯金残高

一職員当たり貸出金残高

一店舗当たり貸出金残高

一職員当たり長期共済保有高

一店舗当たり長期共済保有高

一職員当たり購買品供給高

一職員当たり販売品販売高

一店舗当たり購買品供給高

経済事業関係

（単位：百万円）

信用事業関係

共済事業関係

資金運用収支の内訳

（注）

１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率（資金調達利回り＋経費率）

２．資金運用勘定の利息欄の預金には、信連からの事業分量配当金、貯蓄奨励金が含まれています。

受取・支払利息の増減額

（注）

１．増減額は前年度対比です。

２．受取利息の預金には、信連からの事業分量配当金、貯蓄奨励金が含まれています。

利益率

（注）算出方法は以下のとおり

１．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×

２．資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×

３．総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×

４．資本当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×

平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

資金運用勘定

うち預金

うち有価証券

うち貸出金

資金調達勘定

うち貯金・定期積金

うち譲渡性貯金

うち借入金

総資金利ざや

(単位:百万円、％)

29年度 30年度

（単位：百万円）

２９年度増減額 ３０年度増減額

△ 48 △ 2

うち貸出金 △ 53 △ 27

うち有価証券

うち預け金

△ 5 △ 7

うち貯金・定期積金 △ 5 △ 7

うち譲渡性貯金

うち借入金

△ 43差  引

受取利息

支払利息

２９年度 ３０年度 増　減

   総資産経常利益率 △ 0.07

   資本経常利益率 △ 0.77

   総資産当期純利益率

   資本当期純利益率

（単位：％）
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最近５年間の主要な経営指標

注

１．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

３．信託業務の取り扱いは行っていません。

４．「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８年金融庁・

農水省告示第２号）に基づき算出しております。

その他経営諸指標 

注

１．店舗数は、信用・共済事業は中央店・西部店・北部店の３店舗、経済事業は本所、事業所の合計 店舗です。

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

経常収益

  信用事業収益

  共済事業収益

  農業関連事業収益

  生活その他事業収益

  営農指導事業収益

経常利益

当期剰余金（注）

出資金

（出資口数） (2,456,430口) (2,452,116口) (2,443,635口) (2,504,916口) (2,583,788口)

純資産額

総資産額

貯金等残高

貸出金残高

有価証券残高

剰余金配当金額

・出資配当の額

・事業分量配当額

職員数

単体自己資本比率　(％)

（単位：百万円、口、人、％）

２８年度 ２９年度 ３０年度

一職員当たり貯金残高

一店舗当たり貯金残高

一職員当たり貸出金残高

一店舗当たり貸出金残高

一職員当たり長期共済保有高

一店舗当たり長期共済保有高

一職員当たり購買品供給高

一職員当たり販売品販売高

一店舗当たり購買品供給高

経済事業関係

（単位：百万円）

信用事業関係

共済事業関係

資金運用収支の内訳

（注）

１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率（資金調達利回り＋経費率）

２．資金運用勘定の利息欄の預金には、信連からの事業分量配当金、貯蓄奨励金が含まれています。

受取・支払利息の増減額

（注）

１．増減額は前年度対比です。

２．受取利息の預金には、信連からの事業分量配当金、貯蓄奨励金が含まれています。

利益率

（注）算出方法は以下のとおり

１．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×

２．資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×

３．総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×

４．資本当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×

平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

資金運用勘定

うち預金

うち有価証券

うち貸出金

資金調達勘定

うち貯金・定期積金

うち譲渡性貯金

うち借入金

総資金利ざや

(単位:百万円、％)

29年度 30年度

（単位：百万円）

２９年度増減額 ３０年度増減額

△ 48 △ 2

うち貸出金 △ 53 △ 27

うち有価証券

うち預け金

△ 5 △ 7

うち貯金・定期積金 △ 5 △ 7

うち譲渡性貯金

うち借入金

△ 43差  引

受取利息

支払利息

２９年度 ３０年度 増　減

   総資産経常利益率 △ 0.07

   資本経常利益率 △ 0.77

   総資産当期純利益率

   資本当期純利益率

（単位：％）
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短期共済新契約高 

注 １．金額は、保障金額を表示しています。

２．自動車共済、賠償責任共済、自賠責共済は掛金総額です。 
 
 
 
  

(単位：千円)

金 額 掛 金 金 額 掛 金

火 災 共 済

自 動 車 共 済

傷 害 共 済

団 体 定 期 生 命 共 済

定 額 定 期 生 命 共 済

賠 償 責 任 共 済

自 賠 責 共 済

合 計

２９年度 ３０年度
種 類

 

共済事業取扱実績等 
長期共済保有高 

 

注 １．金額は、保障金額（がん共済はがん死亡共済金額、医療共済及び定期医療共済は死亡給付金額（付加され

た定期特約金額等を含む）、介護共済は一時払契約の死亡給付金額、年金共済は付加された定期特約金額）

を表示しています。

 ２．こども共済は、養老生命共済の内書として表示しています。 
 
 
医療系共済の入院共済金額保有高

 
 
 
 
 
 

注 金額は、入院共済金額を表示しています。

 
介護共済の介護共済金額、生活障害共済の生活障害共済金額および生活障害年金年額保有高

注 金額は、介護共済は介護共済金額、生活障害共済は生活障害共済金額または生活障害年金年額を表示してい

ます。

 
 
年金共済の年金保有高

 
 
 
 
 
 

注 金額は、年金年額（利率変動型年金は最低保証年金額）を表示しています。

新契約高 保有契約高 新契約高 保有契約高

生
命
総
合
共
済

年金共済

うちこども共済

定期医療共済

種　　類

介護共済

建物更生共済

合　計

終身共済

定期生命共済

養老生命共済

(単位：千円)
２９年度 ３０年度

がん共済

医療共済

新契約高 保有高 新契約高 保有高

(単位：千円)
２９年度 ３０年度

医療共済

合　計

種　　類

がん共済

定期医療共済

新契約高 保有高 新契約高 保有高

(単位：千円)
２９年度 ３０年度

年金開始前

年金開始後

計

種　　類

新契約高 保有高 新契約高 保有高

(単位：千円)
２９年度 ３０年度

介護共済

種　　類

生活障害共済（一時金型）

生活障害共済（定期年金型）

− 78 −



短期共済新契約高 

注 １．金額は、保障金額を表示しています。

２．自動車共済、賠償責任共済、自賠責共済は掛金総額です。 
 
 
 
  

(単位：千円)

金 額 掛 金 金 額 掛 金

火 災 共 済

自 動 車 共 済

傷 害 共 済

団 体 定 期 生 命 共 済

定 額 定 期 生 命 共 済

賠 償 責 任 共 済

自 賠 責 共 済

合 計

２９年度 ３０年度
種 類

 

共済事業取扱実績等 
長期共済保有高 

 

注 １．金額は、保障金額（がん共済はがん死亡共済金額、医療共済及び定期医療共済は死亡給付金額（付加され

た定期特約金額等を含む）、介護共済は一時払契約の死亡給付金額、年金共済は付加された定期特約金額）

を表示しています。

 ２．こども共済は、養老生命共済の内書として表示しています。 
 
 
医療系共済の入院共済金額保有高

 
 
 
 
 
 

注 金額は、入院共済金額を表示しています。

 
介護共済の介護共済金額、生活障害共済の生活障害共済金額および生活障害年金年額保有高

注 金額は、介護共済は介護共済金額、生活障害共済は生活障害共済金額または生活障害年金年額を表示してい

ます。

 
 
年金共済の年金保有高

 
 
 
 
 
 

注 金額は、年金年額（利率変動型年金は最低保証年金額）を表示しています。

新契約高 保有契約高 新契約高 保有契約高

生
命
総
合
共
済

年金共済

うちこども共済

定期医療共済

種　　類

介護共済

建物更生共済

合　計

終身共済

定期生命共済

養老生命共済

(単位：千円)
２９年度 ３０年度

がん共済

医療共済

新契約高 保有高 新契約高 保有高

(単位：千円)
２９年度 ３０年度

医療共済

合　計

種　　類

がん共済

定期医療共済

新契約高 保有高 新契約高 保有高

(単位：千円)
２９年度 ３０年度

年金開始前

年金開始後

計

種　　類

新契約高 保有高 新契約高 保有高

(単位：千円)
２９年度 ３０年度

介護共済

種　　類

生活障害共済（一時金型）

生活障害共済（定期年金型）

− 79 −



２９年度 ３０年度 ２９年度 ３０年度

支　　　　　出

　　営農改善費 　　 賦課金

科　　目 科　　目

(単位：千円)

収　　　　　入

合　　　計 合　　　計

事業管理費 　他事業より繰入金

（小　　計） （小　　計）

　　特産改善費

　　教育情報費

　　組織活動費

　営農指導支出  　営農指導収入

　　園芸改善費

　　　指導事業補助金

　　教育情報費

　　生活改善費

　　その他指導支出

　　指導研究開発費

　　　指導事業補助金

（指導支出計）

　　 実費収入

（営農指導収入合計）

その他指導収入

　　　実費収入

（指導収入計）

　　農政活動費

（営農指導支出合計）

　その他指導支出

　　地域開発対策費

種菌センター事業 　 (単位：本)
品　目 ２９年度 ３０年度

エノキタケオガ種菌

ブナシメジ

その他きのこ

 計

エノキタケ 液体種菌

（単位：千円）

科　　　目 ２９年度 ３０年度

　種　菌　代

　きのこ販売代

　貸出コンテナ代

　雑　収　入

計

　種菌生産費

　研　究　費

　管　理　費

　人　件　費

　業　務　費

　種菌運搬費

　きのこ生産費

　雑　　　費

　還　元　金

計

　差　　　引

収

益

費

用

指導事業収支の状況 

その他の事業 
 

肥　　料

農　　薬

飼　　料

農業機械

施設資材

そ の 他

合　　計

(単位：千円)

種　類
２９　年　度 ３０　年　度

取扱高 取扱高

(単位：千円)
２９年度 ３０年度項　　　目

収
　
　
益

保　管　料

荷　役　料

その他の収益

計

差　　引

費
　
　
用

倉庫材料費

倉庫労務費

その他の費用

計

経済事業取扱実績等 
 

販売取扱実績 

 
生産資材取扱実績 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
保管事業収支の状況  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

取扱高 手数料 取扱高 手数料

米

果　実

きのこ

畜　産

野　菜

花

その他

合　計

(単位：千円)

種　類
２９　年　度 ３０　年　度
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２９年度 ３０年度 ２９年度 ３０年度

支　　　　　出

　　営農改善費 　　 賦課金

科　　目 科　　目

(単位：千円)

収　　　　　入

合　　　計 合　　　計

事業管理費 　他事業より繰入金

（小　　計） （小　　計）

　　特産改善費

　　教育情報費

　　組織活動費

　営農指導支出  　営農指導収入

　　園芸改善費

　　　指導事業補助金

　　教育情報費

　　生活改善費

　　その他指導支出

　　指導研究開発費

　　　指導事業補助金

（指導支出計）

　　 実費収入

（営農指導収入合計）

その他指導収入

　　　実費収入

（指導収入計）

　　農政活動費

（営農指導支出合計）

　その他指導支出

　　地域開発対策費

種菌センター事業 　 (単位：本)
品　目 ２９年度 ３０年度

エノキタケオガ種菌

ブナシメジ

その他きのこ

 計

エノキタケ 液体種菌

（単位：千円）

科　　　目 ２９年度 ３０年度

　種　菌　代

　きのこ販売代

　貸出コンテナ代

　雑　収　入

計

　種菌生産費

　研　究　費

　管　理　費

　人　件　費

　業　務　費

　種菌運搬費

　きのこ生産費

　雑　　　費

　還　元　金

計

　差　　　引

収

益

費

用

指導事業収支の状況 

その他の事業 
 

肥　　料

農　　薬

飼　　料

農業機械

施設資材

そ の 他

合　　計

(単位：千円)

種　類
２９　年　度 ３０　年　度

取扱高 取扱高

(単位：千円)
２９年度 ３０年度項　　　目

収
　
　
益

保　管　料

荷　役　料

その他の収益

計

差　　引

費
　
　
用

倉庫材料費

倉庫労務費

その他の費用

計

経済事業取扱実績等 
 

販売取扱実績 

 
生産資材取扱実績 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
保管事業収支の状況  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

取扱高 手数料 取扱高 手数料

米

果　実

きのこ

畜　産

野　菜

花

その他

合　計

(単位：千円)

種　類
２９　年　度 ３０　年　度
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